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■政策金利は引き続き据え置き  

タイでは、2015 年以降、資源価格下落、景気低

迷、バーツ高等を受けて、中央銀行の物価目標（前

年比 2.5±1.5％）の下限を下回る低インフレが続

いていた（右上図）。しかし、景気の持ち直しや

国際原油価格の上昇を受けて、今年 4 月以降、消

費者物価は前年比＋１％を上回る伸びが続いて

おり、過度な低インフレ解消の兆しが見えつつあ

る。 

こうしたなか、6 月に実施された金融政策決定

会合では、長期にわたる過度の金融緩和が家計や

企業に及ぼす悪影響を懸念して、1 名の委員が利

上げを主張した。しかし、1％を上回る適度なイ

ンフレ基調が依然として明確化していないこと

等を理由に、他の 5 名の委員は据え置きに投票し、政策金利を 25 会合連続で据え置いた。 

今後については、景気拡大がインフレ圧力として作用するものの、政府の物価抑制に向けた取

り組みを背景に、基調としては低インフレが続くと見込まれる。政府は、消費者保護・低所得者

対策の観点から不当な値上げ抑制に向けた取り組みを強めており、国際価格の上昇を受けて販売

価格の引き上げ圧力が強まるディーゼル価格や調理用ガス料金に対しても、補助金を活用するこ

とで一定以下の価格に抑制する方針を 6 月に示している。米国の利上げを受けて、東南・南アジ

アでは、インド、インドネシア、マレーシア、シンガポール、フィリピンが金融政策スタンスを

引き締め方向に転じているが、タイでは低インフレを背景に当面現状維持が続くと見込まれる。 

  

■2019 年 2～5 月中に総選挙を実施予定 

2014 年 5 月の軍事クーデター以降、法整備の遅れ等を背景に、総選挙の実施時期は繰り返し延

期されてきた。プラユット首相は、2017 年 10 月時点では、総選挙を 2018 年 11 月に実施する方

針を示していたが、足元では選挙関連法案の施行日の遅れを背景に、2019 年 2 月以降にずれ込む

との見方が濃厚になっている。早期の総選挙実施に向けた圧力が国内外から強まるなか、6 月末

にウィサヌ副首相は、政党活動を年末にかけて解禁する方針を示すとともに、2019 年 2 月 24 日、

3 月 31 日、4 月 28 日、5 月 5 日の 4 案を総選挙の候補日として提示した。 

同発表により民政復帰に向けたスケジュールは具体化し始めた。しかし、プラユット首相がワ

チラロンコン国王の戴冠式後に総選挙を実施すると明言する一方、同式典の日程が確定していな

いことから、戴冠式の日程によっては 5 月以降に延期されるとの見方もある。また、ウィサヌ副

首相も選挙の実施時期は治安情勢によって左右されると述べており、政党活動の再開に伴いデモ

活動が激化する場合、選挙時期を再考する可能性がある。なお、タイは 2019 年に ASEAN 議長

国を務め、国内で数多くの国際会議が開催される予定であることから、治安維持は重要課題であ

る。前回議長国を務めた 2009 年には、タクシン元首相の支持派である「タクシン派」が ASEAN

サミットの会場になだれ込み、会合が中止に追い込まれる等の混乱も生じた。治安を維持しつつ

民政復帰を達成できるかが、来年前半の最大の焦点となるだろう。 
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